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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガスアトマイズ法で製造された磁気研磨用の真球形状の鋼材粒子であって、該粒子の金
属組織が、焼き戻しされた焼き戻しマルテンサイト組織、及び、フェライト組織とパーラ
イト組織、のいずれかであることを特徴とする磁性砥粒。
【請求項２】
　前記粒子の粒径が、０．１０μｍ～５００μｍの範囲内であることを特徴とする請求項
１に記載の磁性砥粒。
【請求項３】
　ガスアトマイズ法で製造された磁気研磨用の真球形状の鋼材粒子であって、該粒子の金
属組織が、焼き戻しされた焼き戻しマルテンサイト組織、及び、フェライト組織とパーラ
イト組織、のいずれかである磁性砥粒を用いて被加工物を研磨することを特徴とする磁気
研磨法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁性砥粒及び磁気研磨法に関し、更に詳しくは、より精密な表面研磨を行え
る磁性砥粒及びその磁性砥粒を用いた磁気研磨法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　磁気研磨法は、研磨作用を有する磁性粒子（磁性砥粒という。）を磁場の作用により運
動させて被加工物の表面を研磨する精密加工方法である。この磁気研磨法は、従来の機械
加工では困難な部品表面の研磨を可能にする方法であり、例えば、複雑形状を有する部品
の表面、工具が入らない穴の内面、工具が届かない管の内面等の研磨について一部実用化
されている。
【０００３】
　磁気研磨法で利用される磁性砥粒は、磁場の作用により被加工物に押しつけられると共
に被加工物との間で相対運動する。磁気研磨法で利用される従来公知の磁性砥粒として、
磁性を有する研磨粒子である磁性砥粒や、磁性を有しない汎用の研磨粒子と磁性を有する
が研磨性能は十分でない磁性粒子との混合物からなる磁性砥粒（混合砥粒ともいう。）が
知られている。前者の場合は、磁場の作用により研磨粒子自体が運動して被加工物の表面
を研磨するが、後者（混合砥粒）の場合は、磁場の作用により運動するのは磁性粒子であ
り、研磨粒子は磁性粒子の運動に伴って運動して被加工物の表面を研磨する。この後者の
混合砥粒においては、磁性を有さない研磨粒子が磁性粒子の運動に伴って十分に運動しな
いことがあり、研磨性能が不安定になることがある。
【０００４】
　一方、前者の磁性砥粒は、特に精密研磨に対しては混合砥粒よりも原理的に優れると考
えられており、現在までに知られている磁性砥粒としては、例えば、磁性粒子の表面に研
磨微粒子を含有した無電解めっき皮膜を形成した磁性砥粒（例えば特許文献１を参照。）
や、焼結等の方法で磁性粒子と研磨粒子とを一体化させた磁性砥粒等が報告されている。
しかし、こうした磁性砥粒は、国内では１種類の磁性砥粒（東洋研磨材工業株式会社；Ｋ
ＭＸ－８０）のみが市販されているのが現状である。なお、その市販の研磨砥粒は、鉄と
酸化アルミニウムとを構成成分とし、その外観は、図１２に示すような凸凹表面を有して
いる。
【特許文献１】特開２００２－２６５９３３号公報（請求項３）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　国内で唯一市販されている前述の磁性砥粒を用いて磁気研磨を行った場合、研磨前後の
被加工物の重量差で換算される研磨量は比較的大きな値を示し、それ相応の研磨性能を有
することが確認された。しかしながら、研磨前後の被加工物の表面粗さを測定して比較し
たところ、表面粗さはあまり変化しておらず、鏡面となるような精密研磨を被加工物の表
面に施すための研磨砥粒としては十分ではなかった。また、この磁性砥粒は、研磨面に付
着し易い成分（酸化アルミニウム）を含むという難点もある。
【０００６】
　また、近年、次世代半導体や医療分野の製造プロセス等に用いられるスーパークリーン
パイプ等のように、小さな表面粗さが要求される製品には、高精度の表面研磨が要求され
ている。しかし、現状の磁性砥粒では、鏡面となるような精密研磨を被加工物の表面に施
すことは難しく、さらに、磁性砥粒の凹凸表面がパイプ内のような微小空間でのスムーズ
な相対移動を妨げるという問題があり、依然として上記の要求を十分に満たすことはでき
ていない。
【０００７】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであって、その目的は、より精密な
表面研磨を行える磁性砥粒を提供することにある。また、本発明の他の目的は、その磁性
砥粒を用いた磁気研磨法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するための本発明の磁性砥粒は、ガスアトマイズ法で製造された磁気研
磨用の磁性粒子であることを特徴とする。
【０００９】
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　ガスアトマイズ法は所望の組成からなる粒子を容易に製造できるので、ガスアトマイズ
法で製造された本発明の磁性砥粒は、その成分を調整することにより任意の磁気特性や硬
さを有することができる。その結果、研磨能力に優れ且つ精密研磨可能な磁気研磨用の磁
性砥粒として用いることができる。また、本発明の磁性砥粒はガスアトマイズ法で製造さ
れているので、その形状は真球若しくは略真球となっている。こうした形状からなる磁性
砥粒は、磁気研磨において、例えば小さな表面粗さが要求される高精度の表面研磨用の磁
性砥粒として用いることができると共に、例えばパイプ内のような微小空間でのスムーズ
な相対移動を実現する磁性砥粒として用いることができる。
【００１０】
　上記本発明の磁性砥粒においては、前記磁性粒子が、硬化相及び／又は硬化析出物を有
することが好ましい。本発明の磁性砥粒はガスアトマイズ法で製造されているので、製造
時に準備する原料粉末の組成を調整すると共に製造後に任意の熱処理や硬化処理等を施す
ことにより、極めて容易に所望の硬化相や硬化析出物を有する砥粒となる。その結果、研
磨能力に優れ且つ精密研磨可能な磁気研磨用の磁性砥粒として用いることができる。
【００１１】
　上記本発明の他の目的の磁性砥粒においては、前記磁性粒子の粒径が、０．１０μｍ～
５００μｍの範囲内であることが好ましい。本発明の磁性砥粒はガスアトマイズ法で製造
されているので、平均粒径が０．１０μｍ～５００μｍの範囲内の真球又は略真球からな
る磁性砥粒を容易に提供することができる。その結果、本発明の磁性砥粒は、被加工物を
所望の精度で研磨可能な磁気研磨用の砥粒として好ましく用いられる。
【００１２】
　上記目的を達成するための本発明の磁気研磨法は、上述した本発明の磁性砥粒を用いて
被加工物を研磨することを特徴とする。この発明によれば、上記本発明の磁性砥粒を用い
て磁気研磨を行うので、例えば小さな表面粗さが要求される高精度の表面研磨を行うこと
ができると共に、例えばパイプ内のような微小空間でのスムーズな相対移動を実現する磁
気研磨を行うことができる。
【発明の効果】
【００１３】
　以上説明したように、ガスアトマイズ法で製造された本発明の磁性砥粒はその成分を調
整することにより任意の磁気特性や硬さを有するので、研磨能力に優れ且つ精密研磨可能
な磁気研磨用の磁性砥粒として用いることができる。また、その形状が真球若しくは略真
球であるので、例えば小さな表面粗さが要求される高精度の表面研磨用の磁性砥粒として
用いることができると共に、例えばパイプ内のような微小空間でのスムーズな相対移動を
実現する磁性砥粒として用いることができる。
【００１４】
　また、本発明の磁気研磨法は、ガスアトマイズ法で製造された本発明の磁性砥粒を用い
て被加工物を研磨するので、高精度の表面研磨を行うことができると共に微小空間でのス
ムーズな相対移動を実現する磁気研磨を行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の磁性砥粒及び本発明の磁気研磨法について図面に基づいて詳しく説明す
る。
【００１６】
　（磁性砥粒）
　本発明の磁性砥粒１は、磁気研磨法で使用される研磨作用を有した磁性粒子であり、そ
の性質上少なくとも印加磁場内で磁気を帯び、磁場の変動ないし移動に追従して移動する
ことができる磁性粒子である。本発明は、こうした磁性砥粒１がガスアトマイズ法で製造
されたものであることに特徴がある。
【００１７】
　ガスアトマイズ法（gas atomization)は、ガス噴霧法とも呼ばれ、ガスジェットによっ
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て融体を粉化する粉末製造法である。図１は、本発明の磁性砥粒を製造するためのガスア
トマイズ法の原理図であり、図２は、ガスアトマイズ法で本発明の磁性砥粒を製造する粉
末製造装置の一例を示す概略図である。
【００１８】
　ガスアトマイズ法の原理は、例えば図１に示すように、るつぼ１１中で溶融した溶湯１
２をるつぼ底部の細孔１３から流下させて細流１４とし、その細流１４に向かって高圧の
ジェットガス流１５を噴射ノズル１６から噴射することにより、粉化・急冷させて、球状
の粉末１７を極めて高速で作製する方法である。
【００１９】
　ガスアトマイズ法による粉末製造装置２１は、例えば図２に示すように、ガスアトマイ
ズ粉が製造される噴射室２２と、溶融るつぼ２６に高周波電流を供給する高周波電源２３
と、装置全体を制御する制御盤２４とを有している。本願では各部の詳しい説明は周知技
術及び公知技術に委ねて省略するが、噴射室２２は、噴射ノズルを内部に有する装置本体
部をなしており、その噴射ノズルがるつぼ底部の細孔から流下した細流に向かって高圧の
ジェットガス流を噴射することにより、球状のガスアトマイズ粉が製造される。噴射室２
２の側面の上部には覗き窓２９が設けられ、ジェットガス流が細流に衝突する状態を観察
できるようになっている。噴射室２２の上部には、真空溶解を可能にさせる真空室２５と
、その真空室２５内に設けられた溶融るつぼ２６と、その溶融るつぼ２６の周りに設けら
れて溶融るつぼ内に投入された原料を誘導加熱するための誘導コイル２７とからなる溶融
装置が備えられている。また、溶湯ストッパー２８は、溶湯温度を測定する熱電対を備え
ており、溶湯温度の制御及び設定温度に達した時にストッパーを開き溶湯を自動落下させ
る目的で設けられている。噴射室２２の下部には、製造されたガスアトマイズ粉を回収す
る回収室３０が設けられ、その回収室３０は、超微細粉を回収するために設けられたサイ
クロン３１に連結し、さらにサイクロン３１の上部には噴射されたガスを排出するガス排
出口３２が設けられている。なお、符号３３は、真空ポンプへの配管である。
【００２０】
　なお、本発明の磁性砥粒を製造するためのガスアトマイズ法及ガスアトマイズ粉製造装
置は、本願で開示した上記態様に限られず、本願出願時に知られている各種のガスアトマ
イズ法及ガスアトマイズ粉製造装置を適用することができる。
【００２１】
　図３は、上述したガスアトマイズ法で製造された本発明の磁性砥粒の一例を示す拡大写
真である。
【００２２】
　従来、ガスアトマイズ法でされる粉末は、主として粉末冶金用の焼結原料として用いら
れている。また、一部には、金属射出成形用の成形原料として用いられたり、各種合金製
造時の添加用の成分原料として用いられたりしている。また、溶射用の原料として用いら
れることもある。すなわち、ガスアトマイズ法で製造された粉末の従来からの用途は、ガ
スアトマイズ法が融点の高い成分を粉末状にすることができるという利点を生かし、主に
原料としての用途に用いられてきた。
【００２３】
　本発明者らは、従来とは異なる観点から新規磁性砥粒について鋭意研究した結果、ガス
アトマイズ法で磁性粒子を製造し、その磁性粒子を磁気研磨用の磁性砥粒として本発明を
完成させた。
【００２４】
　本発明の磁性砥粒は、球状であり、実際には真球又は略真球である。この形状は、ガス
アトマイズ法で製造される粉末特有の形状であり、他の粉末製造手段では製造し難い形状
である。従来からの磁性砥粒は、研磨作用を向上させることができる鋭利な部分を形成し
たり、硬質微粒子を複合（コンポジット）させたりすることが行われてきたが、本発明の
磁性砥粒はそれとは相反し、鋭利な部分を有さない真球又は略真球の磁性砥粒（以下、球
状の磁性砥粒を略す。）である。
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【００２５】
　球状の磁性砥粒は、磁場の変化に追従してよく流れるので、例えば細管内で粒子同士が
くっついて詰まるようなことがなく、微小空間でのスムーズな相対移動を実現することが
できる。その結果、被加工物の表面を小さな磁性砥粒がまんべんなく研磨することになる
ので、極めて精密な研磨加工を実現できる。なお、磁性砥粒の形状については、ガスアト
マイズ法で製造される程度の真球又は略真球であればよい。
【００２６】
　また、本発明は、磁気研磨用の砥粒として各種の粒径の磁性砥粒、例えば、０．１μｍ
～５００μｍの範囲内の磁性砥粒を提供できる。ガスアトマイズ法では、種々の平均粒径
からなる磁性砥粒を製造できる。平均粒径は、図１示す細流１４の径、噴射ノズル１５の
先端径、ガス流量等を変化させることにより調整できる。製造された磁性砥粒には、粒径
の異なるものが含まれているが、必要に応じて篩い分け（分級）することにより、所望の
粒径範囲をもつ磁性砥粒を磁気研磨用の砥粒として提供できる。
【００２７】
　粒径の揃った磁性砥粒を容易に提供できるのは、本発明の磁性砥粒がガスアトマイズ法
で製造されたことによる。そして、本発明の磁性砥粒は、被加工物の硬さや材質に応じて
、また、微小空間、平面、パイプ内面等の加工部位に応じて、その粒径の範囲を任意に調
整することができる。
【００２８】
　また、本発明は、所望の磁気特性を有する限りにおいて各種の組成の磁性砥粒を提供で
きる。ガスアトマイズ法では、上述したように各種の成分原料をるつぼ中で誘導加熱等に
より溶解できるので、本発明の磁性砥粒に要求される所望の磁気特性を備えた合金粉末を
製造できる。例えば、後述の実施例で例示するような、飽和磁束密度の高い鋼材等を製造
できる。好ましい磁気特性は、磁気研磨で使用される磁場の強さ、被加工物の種類や特性
、磁性砥粒の粒径や硬度等、磁気研磨装置、被加工物及び磁性砥粒の３つの要素を考慮し
て選択される。なお、所望の磁気特性を有する各種の組成の磁性砥粒を容易に提供できる
のは、本発明の磁性砥粒がガスアトマイズ法で製造されたことによる。
【００２９】
　また、本発明は、上記の磁気特性に加え、所望の硬さの磁性砥粒を提供できる。前記同
様、ガスアトマイズ法では、各種の成分原料をるつぼ中で誘導加熱等により溶解できるの
で、本発明の磁性砥粒に要求される所望の硬さを備えた合金粉末を製造できる。例えば、
後述の実施例で例示するような、ビッカース硬さが４５０Ｈｖ程度の鋼材等を製造できる
。好ましい硬さは、磁気研磨で使用される磁場の強さ、被加工物の種類や特性、磁性砥粒
の粒径や磁気特性等、磁気研磨装置、被加工物及び磁性砥粒の３つの要素を考慮して選択
される。なお、所望の硬さを有する各種の組成の磁性砥粒を容易に提供できるのは、本発
明の磁性砥粒がガスアトマイズ法で製造されたことによる。
【００３０】
　また、本発明の磁性砥粒は、(i)ガスアトマイズ法で製造されたままの磁性砥粒であっ
てもよいし、(ii)ガスアトマイズ法で製造された粒子に熱処理を施して所望の金属組織に
変化させた磁性砥粒であってもよいし、(iii)ガスアトマイズ法で製造された粒子に硬化
処理を施して所望の硬さを付与した磁性砥粒であってもよい。
【００３１】
　上記(ii)における熱処理としては、低温焼き鈍しや高温焼き鈍し等の焼き戻し処理（テ
ンパー処理）、各種の焼入れ処理等を挙げることができる。これらの処理により金属組織
等を変化させ、靱性を付与したり、硬化析出物（二次析出物）を形成したり、硬化相（硬
化組織）を形成したり、耐摩耗性を向上させたりすることができる。上記(iii)における
硬化処理としては、浸炭、窒化、酸化、高周波焼入れ、炎焼入れ、レーザー焼入れ、アー
ク放電焼入れ等を挙げることができる。これらの硬化処理により金属組織等を変化させ、
所望の硬さを付与することができる。
【００３２】
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　図４～図６は、ガスアトマイズ法で製造された磁性砥粒の金属組織の例を示す断面写真
である。この磁性砥粒は、後述する実施例１と同じもの（Ｃ：０．３％、Ｖ：１．１％、
Ｓｉ：０．３％、Ｍｎ：０．４％を含有する鋼材。％は質量％である。）である。それぞ
れの断面を研磨した後にエッチングして表れた組織を観察したものである。図４の磁性砥
粒は焼入れされたマルテンサイト組織を有しており、図５に示す磁性砥粒は焼き戻しされ
た焼き戻しマルテンサイト組織を有しており、図６に示す磁性砥粒はフェライト組織とパ
ーライト組織とを有している。
【００３３】
　また、本発明では、原料組成を調整することにより、耐食性に優れた磁性砥粒とするこ
とも可能である。
【００３４】
　以上説明した本発明の磁性砥粒は、従来の磁性砥粒にはない優れた性能を有しており、
高性能な特性が要求される精密電子機器部品等の超精密加工技術の向上に貢献できる。
【００３５】
　（混合砥粒としての応用）
　本発明の磁性砥粒は、研磨対象である被加工物の種類に応じて、混合砥粒として使用す
ることも可能である。すなわち、本発明の磁性砥粒と、従来公知の各種の無機粒子や化合
物（酸化物、炭化物、窒化物等）粒子等の研磨粒子とを混合させた混合砥粒として用いる
ことができる。混合砥粒とする場合の磁性砥粒と研磨粒子との配合割合は、被加工物や研
磨状況に応じて任意に設定される。
【００３６】
　研磨粒子としては、研磨粒子として利用可能な各種の粒子を用いることができ、例えば
ダイヤモンド粒子、アルミナ（酸化アルミニウム）粒子及び炭化ケイ素粒子等を挙げるこ
とができる。研磨粒子の形状は、加工対象である被加工物の材質や形状及びその被加工物
への加工目的等に応じて適宜選定され、例えば、球形状（真球形状も含む）、多角形状、
針状等の各種の形状が挙げられる。研磨粒子の粒径についても、加工対象である被加工物
の材質や形状及びその被加工物への加工目的等に応じて適宜選定される。
【００３７】
　（磁気研磨法）
　本発明の磁気研磨法は、上述した本発明の磁性砥粒を用いて被加工物の表面を研磨する
ことを特徴とする。本発明の磁性砥粒は、各種被加工物の精密加工への適用が期待でき、
例えば、次世代半導体や医療分野の製造プロセス等に用いられるスーパークリーンパイプ
等のように、小さな表面粗さが要求される製品やパイプ内のような微小空間の高精度の研
磨が要求される製品等の研磨に有効である。
【００３８】
　図７は、本発明の磁気研磨法を実施するための磁気研磨装置の一例である。この磁気研
磨装置は、被加工物である円管７１をその周方向に回転可能に支持する管支持部（図示せ
ず）と、円管７１の外部に配置された磁極７２とから主に構成されている。
【００３９】
　磁極７２は、例えば、その周方向に略９０°間隔で４個、ヨーク７３を介して配置され
ている。磁極７２が配置されたヨーク７３は、円管７１の軸方向に往復運動（例えば振幅
）可能に設けられている。ヨーク７３が円管７１の軸方向に往復運動することにより、磁
極７２が円管７１の軸方向に振幅することになる。磁極７２は、円管７１内に磁場を与え
るものであり、永久磁石や電磁石が使用される。また、磁極７２の個数及び配置も任意に
設定される。円管７１の内部に入れられた磁性砥粒７０は、円管７１内に付与された磁場
で円管７１の内壁に引き寄せられる。この力が磁気研磨での加工力となり、磁性砥粒が円
管７１の内壁を押圧して押圧力が発生する。
【００４０】
　この状態で円管７１をその周方向に回転させると、磁性砥粒７０は円管７１の内面との
間で相対運動し、円管内面が研磨される。なお、円管７１を回転させて研磨加工を行う場
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合について説明したが、円管７１を固定して磁極７２を回転させて研磨加工を行ってもよ
いし、円管７１と磁極７２の両方を回転させて研磨加工を行ってもよい。
【００４１】
　この磁気研磨法で円管内面が研磨加工されるとき、真球形状からなる本発明の磁性砥粒
７０は、被加工物である円管７１の内面に接触する接点が微小であり且つ接触する部位が
滑らかな球面となっているので、内面を必要以上に深く削ることがなく、表面粗さを小さ
くするより精密な表面加工を行うことができる。
【００４２】
　本発明の磁気研磨法は円管の内面を研磨加工する場合に限定されず、本発明の磁性砥粒
及び磁気研磨法の機能を発揮できる各種の用途に広く適用可能である。一例としては、既
述したように、次世代半導体や医療分野の製造プロセス等に用いられるスーパークリーン
パイプの内面等の研磨加工や、ハードディスク装置のハードディスク基板表面のテクスチ
ャ加工への応用が期待できる。また、半導体基板に銅配線を形成するダマシン工程で使用
される化学的機械的研磨（ＣＭＰ）の代替工程としての応用が期待できる。
【実施例】
【００４３】
　以下に、実施例を挙げて本発明の磁性砥粒を更に具体的に説明する。本発明の磁性砥粒
は、以下の実施例に限定されない。なお、％は質量％である。
【００４４】
　（実施例１）
　ガスアトマイズ粉末製造装置（日新技研株式会社製、型式：ＮＥＶＡ－ＧＰ２Ｔ）を用
い、るつぼ中にＣ：０．３％、Ｖ：１．１％、Ｓｉ：０．３％、Ｍｎ：０．４％を含有す
る鋼原料を投入し、溶解温度１７００℃で真空溶解を行い、るつぼ底部から流下させた細
流に６ＭＰａの圧力に設定したアルゴンガスを噴射させて、ガスアトマイズ粉からなる磁
性砥粒を作製した。作製した磁性砥粒の外観（倍率：１０００倍）を図３に示した。得ら
れた磁性砥粒を篩い分けし、粒径が１００～２００μｍの粒子を研磨加工実験用の試料と
した。なお、得られた磁性砥粒を約４０ｍｇ秤量し、その磁性砥粒を振動試料型磁力計（
ＶＳＭ）で測定して得られた飽和磁束密度の平均値は２．２Ｔ程度であった。また、得ら
れた磁性砥粒のビッカース硬度は４５０Ｈｖ程度であった。
【００４５】
　磁気研磨実験は、被加工物として外径２０ｍｍで内径１８ｍｍのＳＵＳ３０４ステンレ
ス鋼管（ＢＡ管）を用い、そのステンレス鋼管内面を研磨対象とした。磁極としてＮｄ－
Ｆｅ－Ｂ希土類永久磁石を用い、図７と同じ配置となるように、ステンレス鋼管の外周で
その周方向に９０°間隔となるように４個配置した。このとき、永久磁石とステンレス鋼
管との距離を１ｍｍとした。永久磁石によりステンレス鋼管内に与えられる磁場は３６０
０ガウスであった。１．０ｇの磁性砥粒をバレル研磨用の水溶性研磨液０．１２ｍＬ（バ
レル研磨用コンパウンド、商品名：ショーレンコンパウンドＳＣＰ－２３、協和純薬製）
と共にステンレス鋼管内に入れ、そのステンレス鋼管を１８００ｒｐｍで回転させると共
に、磁極の振幅を５ｃｍ、振幅数を０．８Ｈｚとして振動させ、５分間及び１０分間の磁
気研磨加工を行った。
【００４６】
　磁気研磨加工後、研磨量Ｍ及びステンレス鋼管内面の表面粗さを測定した。表面粗さは
、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－２００１（ＩＳＯ　４２８７－１９９７準拠）に基づき粗さ曲
線の算術平均高さＲａ及び最大高さＲｚについて触針式表面粗さ測定機にて測定した。そ
の結果を図８及び図９に示した。なお、研磨量Ｍは、研磨前後のステンレス鋼管の重量差
から算出したものであり、重量減少量ということがある。
【００４７】
　（実施例２）
　以下の点について変更した以外は実施例１と同様にして実施例２の磁気研磨加工を行っ
た。変更点；(i)被加工物として外径２．０ｍｍで内径１．８ｍｍのＳＵＳ３０４ステン
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レス鋼管（ＢＡ管）を用い、そのステンレス鋼管内面を研磨対象とした。(ii)ステンレス
鋼管の回転数を７６５３ｒｐｍとした。(iii)０．０２ｇの磁性砥粒をバレル研磨用の水
溶性研磨液０．０４ｍＬ（バレル研磨用コンパウンドは、実施例１と同じ）と共にステン
レス鋼管内に入れた。(iv)永久磁石とステンレス鋼管との距離を０．５ｍｍとした。(v)
磁極の振幅を２．５ｃｍ、振幅数を０．８Ｈｚとして振動させ、２分間、４分間、６分間
及び８分間の磁気研磨加工を行った。
【００４８】
　磁気研磨加工後、研磨量Ｍ及びステンレス鋼管内面の表面粗さを実施例１と同様の方法
により測定した。その結果を図１０及び図１１に示した。
【００４９】
　（比較例１）
　以下の点について変更した以外は実施例１と同様にして比較例１の磁気研磨加工を行っ
た。変更点；被磁性砥粒として市販されている磁性砥粒（東洋研磨材工業株式会社；ＫＭ
Ｘ－８０、平均粒径８０μｍ）を使用した。
【００５０】
　磁気研磨加工後、研磨量Ｍ及びステンレス鋼管内面の表面粗さを実施例１と同様の方法
により測定した。その結果を図８及び図９に示した。
【００５１】
　（評価結果）
　図８及び図９の結果から明らかなように、本発明の磁性砥粒を用いた実施例１の結果と
、市販の磁性砥粒（ＫＭＸ－８０）を用いた比較例１の結果とを対比すると、研磨量Ｍは
何れも同程度であったが、実施例１では表面粗さ（算術平均高さＲａ及び最大高さＲｚ）
が顕著に小さくなり、１０分間の加工後の結果では０．０１８μｍＲａの仕上げ面が得ら
れた。この結果より、本発明の磁性砥粒の表面層に析出した金属炭化物やマルテンサイト
の硬い組織により加工性能が向上したと考察される。
【００５２】
　また、図１０及び図１１の結果から明らかなように、本発明の磁性砥粒を用いた実施例
１の磁気研磨加工により、従来の磁性砥粒では研磨加工ができなかった内径１．８ｍｍの
内面が０．０５μｍＲａで加工できることが確かめられた。また、細管への磁性砥粒の供
給も容易であった。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】本発明の磁性砥粒を製造するためのガスアトマイズ法の原理図である。
【図２】本発明の磁性砥粒をガスアトマイズ法で製造する粉末製造装置の一例を示す概略
図である。
【図３】ガスアトマイズ法で製造された本発明の磁性砥粒の一例を示す拡大写真である。
【図４】本発明の磁性砥粒の金属組織の一例を示す拡大写真である。
【図５】本発明の磁性砥粒の金属組織の他の一例を示す拡大写真である。
【図６】本発明の磁性砥粒の金属組織の他の一例を示す拡大写真である。
【図７】磁気研磨装置の一例を示す概略斜視図である。
【図８】外径２０ｍｍのステンレス鋼管の磁気研磨における加工時間ｔと算術平均高さＲ
ａ及び研磨量Ｍとの関係を示すグラフである。
【図９】外径２０ｍｍのステンレス鋼管の磁気研磨における加工時間ｔと最大高さＲｚ及
び研磨量Ｍとの関係を示すグラフである。
【図１０】外径２ｍｍのステンレス鋼管の磁気研磨における加工時間ｔと算術平均高さＲ
ａ及び研磨量Ｍとの関係を示すグラフである。
【図１１】外径２ｍｍのステンレス鋼管の磁気研磨における加工時間ｔと最大高さＲｚ及
び研磨量Ｍとの関係を示すグラフである。
【図１２】市販の磁性砥粒（ＫＭＸ－８０）の外観を示す拡大写真である。
【符号の説明】
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【００５４】
　１１　るつぼ
　１２　溶湯
　１３　細孔
　１４　細流
　１５　ジェットガス流
　１６　噴射ノズル
　１７　粉末（ガスアトマイズ粉）
　２１　粉末製造装置
　２２　噴霧室
　２３　高周波電源
　２４　制御盤
　２５　真空室
　２６　溶融るつぼ
　２７　誘導コイル
　２８　溶湯ストッパー
　２９　覗き窓
　３０　回収室
　３１　サイクロン
　３２　排出口
　３３　真空ポンプへの配管
　７０　磁性砥粒
　７１　円管
　７２　磁極
　７３　ヨーク
【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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